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はじめに

現行の入学者選抜制度（以下、入試制度）は、「生徒一人一人が、その多様な能力・適

性や意欲・関心に基づいて自分の進路希望を実現するため適切な高校の選択ができるこ

と」、「各高校が特色づくりを進めその特色にふさわしい生徒を選抜し、生徒の成長を支

援すること」という二つの基本的な視点を踏まえ、平成１６年度入試から実施され、平

成２３年度入試で８年が経過している。この間、平成１９年度入試から、受検機会の複

数化を図るため、各校が求める生徒像や推薦基準を明確にした「推薦入学者選抜の導入」

などの一部改善を行ったが、少子化、情報化、国際化等、急速に進む社会の変化に合わ

せた更なる見直しが必要となっている。

平成２１年９月に第２次県立高等学校長期構想検討委員会により報告された「今後の県

立高等学校の在り方について」には、入試制度について、「今後、中学校及び高校双方の

視点から現行の入学者選抜制度における課題を明らかにし、高校の教育活動の充実に向け

た、より良い入学者選抜制度となるよう検討する必要がある。」と記されており、県教育

委員会は、この報告に基づき、現行の入試制度の問題点及び改善点を検討することを目的

とした「県立高校入試改善検討委員会」を平成２２年６月２５日に設置した。本委員会は、

平成２３年６月２４日までに４回の会議を開催し、「推薦入試の在り方」、「一般入試の在

り方」、「その他の入試に係る事項」について検討を進めてきた。

本委員会は、これまでの会議において検討してきた内容を取りまとめ、ここに「平成

２７年度以降の県立高校入試の改善について」と題して、提言することとした。

この提言の趣旨を踏まえ、県教育委員会においては、可能な限り迅速に、県立高校の入

試制度の改善に取り組むことを望むものである。
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Ⅰ 現行入試制度の概要

１ 実施までの経緯

県教育委員会は、「岩手県公立高等学校入学者選抜の在り方に関する調査研究委員

会（平成１０年１１月設置）」の報告に基づいて平成１２年６月に「岩手県立高等学

校入学者選抜方策検討委員会」を設置し、近年の社会や生徒の変化に対応した望まし

い県立高等学校入学者選抜制度の在り方について検討を行った。

同検討委員会は、前述の調査研究委員会報告が示した基本方針を踏まえ、入学者選

抜の基本理念、選抜の方法、通学区域や学区外許容率について検討を進め、平成１３

年８月、教育長に対し、「これからの高等学校入学者選抜の方向性について（報告）」

を提出した。

県教育委員会は、本報告の方向性に即して入試制度を改善し、平成１６年度入試

を実施した。実施から３年を経過するまでは、基本的に変更しないこととしてスタ

ートし、その後、改善すべきところがあれば検討することとしていたが、この間、

県中学校長会や県高等学校長協会をはじめ、各方面の方々から推薦入試や学区、再

募集の在り方等について様々な意見や要望が県教育委員会に寄せられた。

平成１７年９月２０日、県教育委員会は、入試制度の問題点及び改善点を検討す

ることを目的とした「県立高校入試改善検討委員会」を設置して、「推薦入試の在り

方」、「通学区域の在り方」、「その他の入試に係る事項」について検討を重ね、平成

１８年６月１日に「平成１９年度以降の県立高校入試の改善について」の提言を行

った。

現行の入学者選抜制度は、上記提言の方向性に即して、平成１９年度から「推薦入

学者選抜の導入」などの一部改善を行い、５年が経過している。

２ 選抜方法

【推薦入学者選抜】

応募・出願

岩手県内の中学校若しくは特別支援学校中学部を当該年度に卒業する見込みの者又

は前年度に卒業した者で、当該高等学校に合格した場合、入学を確約できる者とする。

(1) 対象学科

全日制･定時制の全学科において実施することができる。

(2) 応募資格

スポーツ、文化・芸術等において顕著な成績を収め、当該高等学校の教育を受け
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るに足る能力・適性を持ち、各高等学校の示す推薦基準を満たしている者とする。

(3) 募集定員

定員の１０％以内とする。ただし、体育科、体育コ－ス、体育学系、スポ－ツ健

康科学学系及び芸術学系については、５０％以内とする。

(4) 通学区域

学区の制約を受けないものとする。

(5) 出願手続き（提出書類）

ア 推薦入学願書

イ 志願理由書

ウ 推薦書

エ 調査書

オ 健康診断票の写し（体育、体育コ－ス、体育学系等の志願者のみ）

カ 適性検査実技選択調査書（不来方高等学校芸術学系音楽コ－ス志願者のみ）

検査内容

(1) 調査書、志願理由書及び面接

(2) 高等学校によっては、小論文又は作文、適性検査を実施することができる。

【一般入学者選抜】

応募資格

当該年度に中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業する見込みの者、中学校を卒業

した者、学校教育法施行規則第９５条の規定に該当する者とする。

検査内容

(1) 学力検査（国語、数学、社会、英語、理科の５教科）

(2) 調査書

(3) 面接

(4) 小論文又は作文、適性検査

各高校の裁量により、小論文又は作文、適性検査（実技等)を実施することがで

きる。

選抜方法

各高校においては、以下の【Ａ選考】、【Ｂ選考】、【Ｃ選考】の順に選考を進める。

【Ａ選考】（学力検査と調査書・面接等を５：４に取り扱い、選考する。）

ア 学力検査：調査書・面接等…５：４（固定）とする。

イ 普通科（外国語学系、国際科学学系を除く）普通・理数科以外の学科に

おいては、【Ａ選考】で学力検査に傾斜配点を導入することができる。
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【Ｂ選考】（調査書・面接等を重視して選考する。）

学力検査：調査書・面接等…３：７、２：８、１：９のいずれかとする。

【Ｃ選考】（学力検査を重視して選考する。）

学力検査：調査書・面接等…７：３、８：２、９：１のいずれかとする。

※【Ａ選考】、【Ｂ選考】、【Ｃ選考】の各選考割合については、各高等学校長が次

の表の７通りの中から選択・決定することとする。

選抜方法 【Ａ選考】 【Ｂ選考】 【Ｃ選考】

（１） 募集定員の５０％ 募集定員の４０％ 募集定員の１０％

（２） 〃 ５０％ 〃 ３０％ 〃 ２０％

（３） 〃 ６０％ 〃 ３０％ 〃 １０％

選 考 割 合 （４） 〃 ６０％ 〃 ２０％ 〃 ２０％

（５） 〃 ７０％ 〃 ２０％ 〃 １０％

（６） 〃 ７０％ 〃 １０％ 〃 ２０％

（７） 〃 ８０％ 〃 １０％ 〃 １０％

「学力検査の成績」と「調 学力検査:調査書・ 学力検査:調査書・ 学力検査:調査書・

査書の学習の記録、特別活 面接等 面接等 面接等

動の記録等を踏まえた面 ５：４ ３：７ ７：３

接、小論文又は作文及び適 （固定） ２：８ ８：２

性検査の評価」との比率 １：９ ９：１

・第１志望の受検者で募集定員が充足しない場合は、第２志望から選抜する。同

様に、第２志望の受検者でも定員が充足しない場合は、第３志望から選抜する。

・不正行為や検査場への携帯電話等の持ち込みがあった場合には、不合格とする。

３ 各検査の配点、調査書の教科の評定換算点

入学者の選抜は、学力検査の成績と調査書、面接、小論文等の評価の合計によるも

のとし、各検査の配点や調査書の教科の評定換算点は、以下のとおりとする。

(1) 各検査の配点内訳

学力検査（５教科各１００点満点） ５００点

調査書（９教科の２・３年生の評定） ３３０点

面接（自己ｱﾋﾟｰﾙｶｰﾄﾞ及び調査書を踏まえて実施） ９００点
４００点

小論文又は作文（実施は各高校で決定） ７０点

適性検査（実技等）（実施は各高校で決定）
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(2) 調査書の２・３年生の教科の評定換算点（評定が全て５の場合の例）

教 国 社 数 理 英 音 美 保 技 合
・

科 語 会 学 科 語 楽 術 体 家 計

２年 10 10 10 10 10 15 15 15 15 ３３０
調査書

３年 20 20 20 20 20 30 30 30 30 点

４ 日程及び検査内容

（集合時間）８：３０

教 科 時 間 教 科 時 間

国 語 8:50 ～ 9:40 英 語 12:35～13:25

数 学 9:55 ～10:45 理 科 13:40～14:30

社 会 11:00 ～11:50 面 接

( 昼 食 ) （小論文又は作文、適性検査）

５ 通学区域

本県の学区

本県では、「岩手県立高等学校の通学区域に関する規則」により全日制課程の普

通科及び理数科に学区が定められている。

学区とは、特定の高校への入学志願者の過度の集中を避け、高校教育の機会均等

を図り、生徒の就学、通学の適正化を図るため、就学希望者が就学すべき高校を指

定した区域である。

現行学区は８学区である。

① 盛岡学区 ② 岩手中部学区 ③ 胆江学区 ④ 両磐学区

⑤ 気仙・釜石学区 ⑥ 宮古学区 ⑦ 久慈学区 ⑧ 二戸学区
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Ⅱ 現行入試制度に係る成果と課題及び主な要望

これまで現行制度（平成１９年度以降）による入試を５回実施しているが、県教育委

員会では、現行入試制度に係る成果と課題及び各高等学校・県高等学校長協会・県中学

校長会等からの意見・要望を次のようにまとめている。

１ 成果

(1) 推薦入試（選抜内容・方法）について

特色ある学校づくりを進める意味で、推薦入試が復活したことは、各高校において

大きな効果があり、部活動の活性化にもつながった。

個々の生徒の能力は、多岐にわたっており、各生徒が自分の個性、意欲等を主体的

に表現できる推薦入試は、教育上好ましいものである。

(2) 一般入試（選抜内容・方法）について

各高校の裁量により、ＡＢＣ選考の割合の決定や小論文又は作文、適性検査を実施

できることとする等、選抜内容・方法の多様化を図ったことで、それぞれの学校・学

科・コース等の特性に応じた特色づくりが図られた。

(3) 面接について

志願者全員に課す面接を実施したことにより、志願者一人ひとりについて、それぞ

れの学校・学科・コース等の特性に応じて必要とされる資質や能力・適性、学習に取

り組む姿勢、意欲・関心等をより適切に審査・評価できるようになった。

また、自己アピールカードや調査書を十分活用することで、生徒の意欲・関心等を

より客観化でき、併せて、各高等学校の特色化を推進できた。

(4) その他

ア 平成１６年度より入試事務運用管理システム（入試処理ソフト）を導入し、その

後、改善を重ねてきたことにより、現在に至るまでに事務処理の迅速化が図られて

きた。

イ 平成１９年度入試から普通科と理数科の一括募集（以下、くくり募集）を導入し、

入学後、１年間かけてガイダンスを行って普通科と理数科を決定している。ガイダ

ンスを通して学科への理解を深めた上で決定することにより、理数科の活性化につ

ながった。

２ 課題

(1) 推薦入試（選抜内容・方法）について

ア スポーツ、文化・芸術等の活動実績はあるものの、基礎学力が備わっていない生

徒及び学習意欲に乏しい生徒が入学する可能性がある。
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イ 応募資格に、「当該高等学校の教育を受けるに足る能力・適性を持ち」との記載

があり、その中には当然、良好な授業態度、生活態度等を含むものであるが、スポ

ーツ、文化・芸術等の活動実績ばかりが強調されている実態もある。現行制度で、

高等学校長が中学校長に推薦書の提出を求めている以上、人物評価についても応募

資格として厳然と審査する必要がある。

ウ 中学校における授業時間を確保する観点から、推薦入学者選抜の実施時期を見直

す必要がある。

(2) 一般入試（選抜内容・方法）について

ア ＡＢＣ選考については、選抜内容・方法の多様化が図られる反面、高校裁量の

余地が少ないため、特色ある学校づくりが推進しにくい面もある。

イ 受検倍率の低い学校では、ＡＢＣ選考が完全に実施されない可能性がある。

ウ これまでの推薦入試に代わるものとしてＢ選考による選抜を実施したが、その代

替となっていない面もある。

(3) 調査書について

１年生から意欲的な学校生活を送っている生徒を評価できるように、他県の多くは

１年生の「学習の記録」の評定を換算して配点に加えているが、本県においても調査

書の換算点の在り方について検討する必要がある。

(4) 面接について

短時間で行われる面接の点数化は難しい面もあり､点数化の有無は学校裁量で行い

たいという声がある。

(5) 再募集について

再募集を実施するに当たって、地域性や学校種への配慮・検討を求める声がある。

３ 主な要望

(1) 推薦入試における応募資格、学力向上、推薦基準、実施時期等の検討

(2) ＡＢＣ選考の順序や各選考の採否等、学校裁量の拡大

(3) 調査書の教科の評定換算点に１年生も加算

(4) 定時制高校の入試方法の検討、特に成人枠の採用

(5) 再募集実施の有無の明確化
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Ⅲ 平成２７年度以降の県立高校入試に向けた改善

１ 改善に向けての考え方

本検討委員会としては、現行の入試制度の基になっている「これからの高等学校入

学者選抜の方向性について（報告）」（平成１３年８月２９日）並びに、「平成１９年

度以降の県立高校入試の改善について（提言）」（平成１８年６月１日）の趣旨に基

づきながら、何よりも受検生にとって適切な入試制度になるよう、特に課題や要望の

大きかった「推薦入試の在り方」と「一般入試の在り方」について重点的に審議し、

「その他の入試に係る事項」についても今後の改善の方向性を検討した。

２ 推薦入試の在り方

平成１６年度から１８年度入試までは、旧入試制度の推薦入試に代わるものとし

て、Ｂ選考が実施されたところであるが、その代替になっていないとする意見が、ほ

とんどであったため、平成１９年度より推薦入試が復活した。その後、推薦入試につ

いてのアンケート調査（中学校長、高等学校長）を実施し、概ね現行どおりの実施で

よい旨の結果を得ているが、下記についての改善案を提示したい。

(1) 平成１９年度入試から、特に県内各高校において、スポーツ、文化・芸術等に秀で

た生徒を育成し、本県の競技力等の向上を図っていくため推薦入試が復活したが、ス

ポ－ツ、文化・芸術等以外でも、将来の職業に生かそうという目的意識をもって入学

を希望する農業の後継者や工業関係の技術者養成等のための推薦入試を実施してほし

いとの要請もある。

受検機会の複数化を図る意味からも推薦入試は継続すべきであり、スポーツ・

文化・芸術等において顕著な成績を収めた者を対象とすることが望ましい。また、

専門高校の中からは、農業後継者や工業技術者等を育成するための推薦入試の在

り方が求められており、応募資格については、学校裁量の拡大を図る必要がある。

(2) 平成１６年度入試の目的の一つは、「学力向上」にあり、志願者全員に学力検査を

課した。しかし、平成１９年度に推薦入試が導入されて以後、推薦入試に学力検査が

課せられないことから、高校入学後の学力低下を招いているとの指摘がある。また、

推薦入試の時期が早いことから、合格者の学習意欲の低下や卒業までの過ごし方など

も問われている。

推薦入試合格（内定）者に対して、学力検査問題を活用した学力調査の実施を

検討する。推薦入試合格（内定）者が学力調査に向け学習に意欲的に取り組むこ

とは、高校教育を受けるに足る能力・適性を更に磨くことにもつながり、高校入

学までの期間を有意義に過ごすことになると考える。
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(3）中学校長は当該高校が提示したスポーツや文化・芸術、農業後継者や工業技術者等

の推薦基準を確認する必要があるが、その前提として、能力・適性、授業態度、生活

態度を基本にした上での推薦入学制度であることが望ましい。また、学校推薦である

ことを明確化する必要がある。

各中学校は、推薦を希望する生徒について、授業態度や生活態度にも優れ、良

好な高校生活ができる生徒であるかを判断した上で、当該高校が示す推薦基準に

合致しているかを確認し、中学校長が学校推薦として推薦を決定する必要がある。

(4) 推薦入試に関する事務手続きについては、年明け早々であるため、時間的なゆとり

がないまま手続きを行わなければならない。推薦入試の実施時期等についての検討が

望ましい。

現在、推薦入試では一次選考の期間を設けているが、これまで、一次選考を行

った例はない。この一次選考を実施しないことにより、一週間程度「出願期間」「選

抜実施」「合格発表」を繰り下げて、実施することが可能である。

３ 一般入試の在り方

(1) 各高校の特色化の推進と、異なる評価尺度によって生徒を多面的に評価しようとす

るＡＢＣ選考であるが、現行入試制度では学校裁量の部分が少なく、各高校の特色化

を推進しにくい面もある

ＡＢＣ選考の採択、順序については、各高校の裁量を拡大して実施することで、特

色ある学校づくりを更に推進できる、という意見が多く寄せられている。

また、これまで推薦入試に代わるものとしてＢ選考による選抜を導入したものの、

その代替になっていないという声が多かったため、推薦入試が復活した経緯がある。

各高等学校において、特色ある学校づくりを進めるために、次の基準で各校が

ＡＢＣ選考を採択できるよう検討する。

（ア）「Ａ選考」は、必ず採択し、最初の選考方法に用いる。

（イ）「Ｂ選考」、「Ｃ選考」の採否及び順序については、学校裁量とする。
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(2) 他県では、定時制高校において成人枠を設けた入試制度がある。中学校を卒業し

てから年数を経ると教科の受検にためらいを感じ、向学心があっても応募しない成

人がいると考えられる。そのような成人に高校教育の機会を与えるため、選抜方法

を検討する必要がある。

中学校を卒業して数年後に受ける高校入試は、受検生にとっては相当に高い壁

となっている。中学卒業後の学習機会の保証や選抜方法の多様化、評価尺度の多

元化の観点から「小論文」、「面接」、「適性検査」等での受検を検討する必要があ

る。

４ その他の入試に係る事項

(1) 調査書について

調査書を活用して、中学校の教育活動を入学者選抜に一層反映させるとともに

中学生が入学時から将来を見据え、充実した学校生活を送るために、部活動のみ

ならず学習活動においても意欲的かつ計画的に臨む必要がある。そのためにも調

査書の教科の評定換算点に１年生の評定を加えるなど、換算点の在り方について

検討する必要がある。

(2) 面接について

特に大きな問題点もないため、現行どおりで実施する。

(3) 再募集について

平成１６年度から１８年度の再募集については、一般入試の合格者が一人でも募集

定員に達しなかった場合に必ず実施することが義務づけられていた。しかし、実施校

における負担が大きかったため、平成１９年度より「欠員が、概ね１０％より多い高

等学校はその学科別に再募集を行うことができる」こととし、学校裁量がある程度認

められた。しかし、基準が曖昧なため、中学校側が再募集の有無を判断しかねる、と

の声が寄せられている。



- 11 -

欠員が１０％より多い高等学校はその学科別に必ず実施することとし、併せて

１０％未満の学校でも実施できるように学校裁量の余地を残す方向で検討する。

尚、「再募集」の名称については「二次募集」とする。

(4) 特別な支援を必要とする生徒に対する配慮や支援について

特別支援教育が高等学校教育にも浸透しつつある中で、入学者選抜における特

別な支援を必要とする生徒への配慮や支援の在り方について、中学校と高校が共

通理解を図っていく必要がある。

(5) 不測の事態への対応について

平成２２度入試においては、新型インフルエンザの流行に伴い、感染の拡大を

防止するとともに感染が疑われる生徒の受検機会を確保するという対応を迫られ

た。また、本年度の東日本大震災津波の発生を受け、これまでの防災体制を見直

し、各学校での地震や津波等への態勢づくりを推進させ、これまで以上に不測の

事態に対する危機管理体制を整える必要がある。

(6) その他

上記以外にも課題や要望が出ていた項目については、今後、県教育委員会で十分

に検討し、改善することが望まれる。


